
1.	 はじめに

　

既成市街地において新たな施設の整備など土地利用

の改変を行う際に，利用頻度などにつながる場所のポ

テンシャルを把握することや，改変が周辺地区にもた

らす影響・効果を予測することは，計画の成否や街の

持続可能性にとって重要である．しかし，場所がもつ

ポテンシャルを評価し，加えられた変化に対応する将

来予測をするような手法は，確立されていない．

本研究では，賑わいや高い利用頻度を生み出すよう

な場所の特性をその場所のポテンシャルと考え，これ

が街路ネットワーク上を移動する人の流れの影響を受

けて変化すると考える．この関係を捉えるために，場

所の経済的ポテンシャルを数値として示す路線価を取

り上げ，街路ネットワークの媒介中心性との関係を分

析する．歩行者が最短経路を選択すると仮定し，出発

地と目的地の偏りを考慮すると，媒介中心性は交通量

の擬似的な指標と捉えることができる．本研究では，

人の歩行距離からMCMC法（マルコフ連鎖モンテカルロ

法）によって目的地の分布を設定する手法を用い，歩

行者の行動特性と街路ネットワーク形態から指標を導

き出す．この指標と路線価の関係を分析することによ

り，指標が場所のポテンシャルに対して持つ影響を把

握し，土地利用の変化を予測する手法の構築につなげ

るための基礎的な知見を得ることを目指す．

2.	 研究のフレーム

(1)	 既往研究の整理と本研究の位置づけ

街路など移動のネットワークと土地利用の関係を分

析した研究として，ネットワークの中心性指標を用いた

ものと，ネットワークと土地利用の変化の相互作用によ

る発展過程をモデル化したものが挙げられる．前者につ

いては，Hillierらが提唱したスペースシンタックスを

用いた研究が多くなされている．また，Porta	 et	 al.

(2009)1)は，媒介中心性などネットワーク分析の4つの中

心性指標とボローニャの商業・サービス施設の密度との

関係を分析し，小売及びサービス施設が媒介中心性の高

い場所に集中していることを示している．後者では，

ネットワークの自己組織的な生成メカニズムを土地利用

との関係で理論モデルとして記述したものが最近の研究

に見られ，Barthelemy	 and	 Flammini(2009)	 2)	 では人口密
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度と道路ネットワークが相互に影響し合い発展する過程

をシンプルな理論モデルで表している．中心地からの距

離（正）と賃料（負）により表される選択確率によって

新たな施設の発生点が決定し，発生点に対して建設コス

トを最小化する形で新たな街路が形成されるというモデ

ルを構築し，実際の街路形状に近いネットワークが再現

されるとしている．Levinson	 and	 Yerra(2006)3)は，ネッ

トワークの新陳代謝を交通量に比例するリンクごとの収

入と維持費用の差による改良費用との関係で表し，改良

が交通量を増加させ更なる収入の増加と改良につながる

というサイクルによってネットワークにヒエラルキーが

生じるとしている．また，パネルデータを用いて土地利

用の変遷とネットワークの変化の関係を分析した研究と

してLevinson(2008)4)があり，19世紀及び20世紀のロンド

ンの地区ごとの人口密度と鉄道駅数の変遷の時系列デー

タを用い，両者間に正のフィードバックの関係があるこ

とを示している．

既往研究のうち後者はネットワークの生成や変化の

メカニズムの要因として土地利用を捉えるものが多く，

また前者については場所のポテンシャルとネットワーク

の幾何学特性の関係に着目しているが，本研究は，歩行

者の行動特性を用いて歩行者のフローに踏み込んだ指標

化を試み，また路線価という数値との関係分析によって

指標の特性を明らかにしようとする点に独自性があると

考える．

(2)分析のフレーム

本研究では，ネットワーク分析の媒介中心性に基づ

く指標を用い，歩行者行動特性と街路ネットワークの形

態から生じる場所のポテンシャルを分析する．中心性の

計算において，歩行者交通の発生集中量の大小を考慮す

ることとし，目的地の設定にはMCMC法を用いたサンプリ

ング法を用いる．算出した媒介中心性指標と，実際の都

市の場所の経済的評価を表す路線価との関係について，

重回帰分析を行い検討する．

a)媒介中心性指標

媒介中心性は，ある地点がネットワーク内の2地点間

の最短経路に位置する程度を示す指標であり，式(1)で

定義される．

gijはノードiとjの間の最短経路数，gij(k)はノードiとjの

間の最短経路のうちノードkを通るものの数である．本

研究では，最短経路が各リンクを通る数をリンクごとに

集計したリンク媒介中心性を指標として用いる．

b)出発地点・目的地点の設定

歩行者が最短経路を通ると仮定すると，媒介中心性

は交通量の擬似的な指標として考えることができる．交

通量には発生集中量が大きな影響をもつことから，本研

究では，発生集中量の相対的な大きさを考慮し，出発地

点と目的地点を設定して媒介中心性の計算を行う．地区

内の歩行行動について，出発地点は駅など地区内に進入

する交通の拠点とし，複数ある場合は乗降客数などの比

率を発生量の重みとして各拠点に割り当てる．対象地区

とした渋谷では渋谷駅への一極集中を仮定する．

目的地点は，典型的な歩行行動における歩行圏域を

用いて設定する．歩行者行動特性とネットワーク形態の

みから生じる歩行者の流れの特徴を取り出すため，土地

利用の分布は目的地選択上考慮しない．目的地選択に

は，菊池ら(2001)5)により提案されたMCMC法による抽出

手法を用いる．歩行距離の確率分布を設定し，MCMC法に

よって確率密度に応じた目的地点をサンプリングする．

ただし，本論文では，単純化のために，設定した歩行圏

域内の全ノードの目的地としての選択確率を一律として

いる．

3.	 対象地区のデータ

(1)	 対象地区の概要

分析対象地区として，渋谷駅を中心とし隣接主要駅を含

む半径約1.5kmの範囲を選定する（図-1）．渋谷駅周辺地区

は，江戸時代には町方と農村部の接点に位置し，渋谷川を

境に東側には大規模な武家屋敷，西側には農村が広がって

いた．明治13年頃は農地が大部分を占め，街並は宮益坂・

道玄坂沿いに見られるのみであったが，明治18(1885)年に最

初の鉄道駅が開設され，以降駅を中心に市街化が進展す

図-1	 分析対象地区
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る．当初住宅地として人口が急増したが，明治40年代の玉

川電車及び市電の開通，さらに昭和2年の東横電鉄，昭和7

年の帝都電鉄の開通を受け，都市と郊外を結ぶターミナル

駅の性格が強まり，駅を中心とした商業地域の形成が急速

に進んだ．戦災により地区の大部分が大きな被害を受けた

が，商業の再建は急速に進み，一方で東京都による戦災復

興土地区画整理事業（事業決定：昭和23年，換地処分：昭

和41年，昭和47年）の施行，オリンピック開催に伴う首都

高速道路建設及び国道246号線の拡幅などの都市整備によっ

て，自然発生的に形成された従来の街路に計画的な整備の

手が加えられた．

(2)	 分析に用いるデータ

本研究では，平成22年の街路形態と，自然発生的な形

成過程をたどった土地区画整理事業施行前の街路形態を

取り上げ，現在の地価との関係を考察する．平成22年の

街路ネットワークは，Google	 Earthからノード座標データを

手作業で抽出し作成した．街路は1本の街路を1本のリンク

として扱い，片側2車線以上の街路のみ両側の歩道をリンク

として設定した．また，区画整理前の街路ネットワーク

は，昭和20年の渋谷区土地利用図を基にノードの座標を

抽出し，現在のネットワークを参照して位置の補正を行

い作成した．

地価のデータとして，平成22年度の固定資産税路線価

を用いた．固定資産税路線価とは，固定資産税などの課

税対象となる宅地を評価するために便宜上道路に付設さ

れた価格であり，その道路に接する標準的な宅地1㎡あ

たりの価格を意味する．データは(財)資産評価システム

研究センターの「全国地価マップ」から入手した．

4.	 街路ネットワーク分析

(1)分析の前提条件

東京パーソントリップ調査のデータから，対象地区

の歩行者行動の特徴を発生集中交通量に着目して捉える

と，大部分が駅を起点とした行動であることがわかる

（図-2）．全体の行動の内訳は，通勤・通学をはじめと

する義務的なものが7割，買物などの私用が3割となって

いる．そこで，対象地区の歩行者行動を主に構成する行

動パターンを，a)駅と目的地を最短経路でつなぐ行動

（義務的な移動を想定），b)駅を出発して複数地点を最

短経路でつなぐ行動（買物などの回遊行動を想定）の2

種類に設定し，ネットワーク分析を行う．現在の街路

ネットワークに加え，昭和20年の街路ネットワークにつ

いても，同様の行動を仮定して分析する．

a)駅と目的地を最短経路でつなぐ行動

2005年11月19日から2ヶ月間実施されたプローブパー

ソン調査のデータから，対象地区において駅を出発する

トリップの到着地点が駅から約1kmの範囲内に分布する

という結果が得られる(図-3)6)．そこで，駅を出発地点

とし，駅から最短距離1km以内で到達できるノードを目

的地点として設定する．目的地となる施設等の分布は，

駅からの距離に従って減少すると考えられ，距離に応じ

た選択確率を設定することが望ましいが，ここでは単純

化して，対象圏内の全地点が同じ確率で目的地に選択さ

れると仮定する．

b)駅を出発して複数地点を最短経路でつなぐ行動

駅を出発して駅に戻る回遊行動について，対象地区

のプローブパーソン調査データでは，1トリップあたり

の移動距離は平均345mで500m以下の移動が86%を占め，ツ

アーあたりの平均トリップ数は2.86回となっている．こ

れを参考に，駅を出発して1回につき500m以下の移動を2

回行い3回目の移動で駅に戻るという行動を仮定する．

本来各回の移動距離にはばらつきがあるため，移動距離

の確率分布を設定してそれに従う形で目的地を選定する

ことが望ましいが，単純化して，出発地点から最短距離

400m以内の地点すべてが同じ確率で目的地になるものと

して計算する．回遊行動がたどる経路の重なりをリンク

図-3	 トリップの出発地点・到着地点の分布

図-2	 東京PT(H20)による渋谷地区の発生交通量



ごとに集計して媒介中心性を算出する．

(2)	 ネットワーク分析

前項のa),	 b)によりネットワーク分析を行った結果を

図-4に示す．a)では幹線的な街路に中心性の高い場所が

集中する傾向が見られる．昭和20年のネットワークで

は，宮益坂から道玄坂が主軸となり，そこから枝分かれ

する形で各地区の幹線が伸びていた．明治期からの発展

過程を継承する街路パターンであることがわかる．これ

に対し，現在のネットワークでは，区画整理事業後，特

に東西方向の首都高速の整備によって，地区全体が4分

割され，各地区の中心性の高い幹線的な街路は45度方向

の街路に移行している様子が見られる．

b)の分析結果では，a)よりも駅周辺に中心性の高い場

所が集中し，平成22年のネットワークでは駅北西側に中

図-4	 街路ネットワークの媒介中心性の分布

歩行者行動a)_昭和20年ネットワーク 歩行者行動b)_昭和20年ネットワーク

歩行者行動a)_平成22年ネットワーク 歩行者行動b)_平成22年ネットワーク

図-5　路線価の分布



心性の偏りがある様子が見られる．また，昭和20年の

ネットワークでは，歩行行動a)とb)での媒介中心性はほ

ぼ同様の分布を示す．

5.	 路線価と媒介中心性との関係の分析

(1)	 路線価の分布

平成22年度の固定資産税路線価の分布を図-5に示す．

主要な幹線と，商業施設が集積する駅北西側の一帯で，

地価が高いことがわかる．また，原宿・表参道に近いエ

リアでは，それらの駅の影響が地価に現れている．

(2)	 路線価と媒介中心性の関係分析

次に，路線価と媒介中心性の関係を分析する．ネッ

トワーク分析を行った年代及び行動パターン別の媒介中

心性の分布を説明変数とし，路線価を目的変数として，

重回帰分析を行う．説明変数として，昭和20年のネット

ワークでは歩行行動a)とb)の分布に相関があるため平均

値で代表させ，平成22年(H22)ネットワークの歩行行動

a)，H22ネットワークの歩行行動b)，昭和20年(S20)ネッ

トワークの歩行行動a)b)の平均値の3種類の媒介中心性

の分布を用いる．なお，分析においては，路線価，媒介

中心性とも，それぞれの合計値に対する比率に置き換え

ている．分析結果を表-1に示す．結果として，路線価と

媒介中心性は，ある程度の相関をもつこと，3種類の媒

介中心性はそれぞれ回帰モデルに対して有意であること

がわかる．ただし係数を見ると，H22の街路ネットワー

クでの歩行行動b)(回遊行動）の影響が大きい一方，歩

行行動a)（通勤・通学などの義務的行動）は負の相関を

示している．路線価と媒介中心性の相違について，図の

比較からは，路線価が鉄道駅間をつなぐ主要幹線道路で

高くなっていることが要因の１つであることがわかる．

H22の街路ネットワークは,	 先述したように鉄道及び

高速道路で4つに分割されており，媒介中心性の分布か

らも4つのエリアの内部での移動が各エリア45度方向の

街路の中心性を高めていることが読み取れる．各エリア

は戦後の区画整理によるネットワーク改変の程度も異な

り，それがその後の市街化の過程や歩行者行動の傾向に

違いを生じさせていると考えられる．そこで，地区をエ

リア1:	 北東，エリア2:北西，エリア3:南西，エリア4:南

東の4つに分けて（図-1），エリアごとの路線価と媒介

中心性との関係を分析する．重回帰分析の結果を表-2に

示す．4つのエリアで決定係数が大きく異なり，エリア2

と4は比較的モデルの当てはまりがよいのに対し，エリ

ア1と3は決定係数が低い結果となっている．個別の説明

変数について見ると，各エリアとも，H22ネットワーク

の歩行行動b)（回遊行動）がモデルへの影響も有意性も

高く，逆にH22ネットワークの歩行行動b)の有意性が低

くなっている．各エリアの特徴的な点として，エリア

1,2,4ではS20ネットワークが正の相関をもち，ネット

ワーク全体の分析結果よりも係数が相対的に大きくな

り，路線価に対してH22ネットワークの1/3程度の関係を

もっていることがわかる．これに対し，エリア3ではS20

ネットワークの係数は負になっている．エリア3は区画

整理による駅付近の改変の度合いが大きく，路線価の高

い部分でS20ネットワークの形態をほとんどとどめてい

ないことが主な要因と考えられる．

6.	 まとめ

本研究では，場所の経済的な評価指標である路線価

を対象に取り上げ，出発地と目的地の偏りを考慮した

街路ネットワークの媒介中心性との関係を，重回帰モデ

ルにより分析し，結果として以下の考察が得られた．

・路線価と街路ネットワークの媒介中心性には一定の相

関が見られ，買物など複数地点に立ち寄る回遊行動との

関係が大きい．

・鉄道駅間をつなぐような幹線の沿道の路線価は高い

が，媒介中心性との相関は低い結果となった．本研究で

は１つの駅を中心とした行動を対象としているが，街路

の個別の性格に応じたもう少し広範囲の分析が必要であ

る．

・鉄道や首都高速によって分断された4つのエリアで

は，歴史的な街路ネットワークの改変の程度が異なり，

それがその後の市街化の過程や歩行者行動に影響しエリ

アごとの特性の違いを生み出している．

表-2　重回帰分析結果（エリア別）表-1　重回帰分析結果
（全体）



・媒介中心性の高い部分の改変の程度が大きかったエリ

アを除き，路線価と昭和20年のネットワークでの媒介中

心性との関係が見られる．経年的に築かれた土地利用が

その要因となっていることが考えられる．
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